
















商法₁₉₇条 ₁ 項 ₁ 号等）。虚偽記載のある法定開示書類を提出した法人の代表者等が
有罪判決を受けたものとしては、東京時計製造事件（東京地判昭和₅₁年₁₂月₂₄日金
判₅₂₄号₃₂頁）、山陽特殊製鋼事件（神戸地判昭和₅₃年₁₂月₂₆日金判₅₆₈号₄₃頁）、不
二サッシ工業事件（東京地判昭和₅₇年 ₂ 月₂₅日刑月₁₄巻 ₁・₂ 号₁₉₄頁）、大光相互
銀行事件（新潟地判昭和₅₉年 ₅ 月₁₇日判時₁₁₂₃号 ₃ 頁）、リッカー事件（東京地判
昭和₆₂年 ₃ 月₁₂日資料版 / 商事法務₃₇号₄₉頁）のほか、最近ではライブドア事件（最
































































　被告人は、（ ₁）平成₁₇年 ₆ 月期、P の架空循環取引による売上高の水増しに関
する助言、製造原価の付け替えの提案を行った。（ ₂）平成₁₈年 ₆ 月期には、製造
原価の付け替えに関する助言、手形の回収偽装の助言と処理、製造原価の付け替え
などを提案した。（ ₃）平成₁₉年 ₆ 月期、被告人は一時期 P の監査から外れたが、
被告人経営の会社が P との間でコンサルティング契約を締結し、不正な会計処理





　加えて、被告人は、P の平成₁₇年 ₆ 月期分及び平成₁₈年 ₆ 月期分について R 監査

























2 　第一審判決（さいたま地判平成24年 1 月30日 LEX/DB25480377）
　第一審判決においては、共同正犯の成否について、平成₁₇年 ₆ 月期及び平成₁₈年
₆ 月期、平成₁₉年 ₆ 月期及び平成₁₉年₁₁月の公募増資の ₃つに分けて検討してい
る。
　平成₁₇年 ₆ 月期（前述①）及び平成₁₈年 ₆ 月期（前述②）については「被告人は、




































































月期から平成₁₉年 ₆ 月期までの各期において、P が、虚偽記載のある有価証券届出














































































































































高判昭和₂₈年₁₂月 ₇ 日高刑 ₆巻₁₃号₁₈₆₆号（上告審最決昭和₂₉年 ₉ 月₃₀日刑集 ₈巻 ₉号
₁₅₆₅頁）、東京地判昭和₃₃年 ₆ 月 ₃ 日一審刑集 ₁巻 ₆号₈₅₉頁、東京高判昭和₃₄年 ₂ 月₂₆日
高刑₁₂巻 ₃ 号₂₁₉頁、仙台高判昭和₅₉年₁₂月 ₆ 日高検速報 ₅号₅₅₆頁（昭和₆₀年）、仙台高秋
田支判昭和₆₀年 ₅ 月₁₄日高検速報 ₂号₃₇₁頁（昭和₆₀年）、最決平成₁₃年₁₀月₂₅日刑集₅₅巻





























































高刑時報₅₄巻 ₁ 号 ₁ 頁（建造物侵入・窃盗等の事案で、被告人が主として運転手役






































































































は、仕手筋から A 株を買い取ることについて［A の当時の代表取締役である］B
から相談を受けていたところ、B が A から借り受けた₆₀億円を A 株₂₀₀万株の買取
り資金に充てたこと、B には₆₀億円を現実に調達する能力がなく、本件パーソナル






















































































































































































（₂₀₀₂）、山口雅高「政治資金規正法（平成 ₆年法律第 ₄号による改正前のもの）₂₅条 ₁ 項
































































































券報告書提出罪（同法₂₀₅条 ₂ 号の ₂ 61）について、公認会計士として監査証明に従




















































64　ただし、最決昭和₅₈年 ₃ 月₁₁日刑集₃₇巻 ₂ 号₅₄頁によれば、「その他の従業者」には当該
法人の代表者ではない実質的な経営者も含まれるため、実質的に支配する者を身分者と理
解する余地はある。
65　野村・前掲（注₃₉）₂₁₈頁。
66　金融庁総務企画局・前掲（注₃₉）₁₄頁〔池田発言〕。
67　当該規定における「特定関与行為」とは、「…開示書類提出者等が虚偽開示書類等を提出
し、提供し若しくは公表することを容易にすべき行為であつて次の各号のいずれかに該当
するもの又は開示書類提出者等が虚偽開示書類等を提出し、提供し若しくは公表すること
を唆す行為をいう」（平成₂₄年改正後金商法₁₇₂条の₁₂第 ₂ 項）とされている。
115
虚偽記載有価証券届出書提出罪等に関する外部の者の刑事責任  （小林）
法における教唆・幇助に相当するもののように考えられる。
　当該改正は本罪についての従来の解釈に直ちに影響を及ぼすものとは思われな
い。しかし、かかる改正に関する議論も踏まえ、本罪の共犯について検討を加える
ことは有益であると考えられ、この点については今後の検討課題とする。
（筑波大学大学院博士後期課程（ビジネス科学研究科企業科学専攻））
